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○総務省訓令第 号 

行政手続法（平成５年法律第 88 号）第５条の規定に基づき、平成●年●月●日までの公

示期間中に申請された移動受信用地上基幹放送（標準テレビジョン放送等のうちデジタル

放送に関する送信の標準方式第４章第１節に定める放送を行うものに限る。）の業務の認定

に係る方針を次のとおり定める。 

平成  年 月 日 

総務大臣 新藤 義孝 

 

平成●年●月●日までの公示期間中に申請された移動受信用地上基幹放送（標準

テレビジョン放送等のうちデジタル放送に関する送信の標準方式第４章第１節に

定める放送を行うものに限る。）の業務の認定に係る方針 

 

 （総則） 

第１条 平成●年●月●日までの公示期間中に申請された移動受信用地上基幹放送（標準

テレビジョン放送等のうちデジタル放送に関する送信の標準方式（平成 23 年総務省令第

87 号。以下「デジタル放送の標準方式」という。）第４章第１節に定める放送を行うもの

に限る。以下同じ。）の業務の認定を行うに当たっては、放送法（昭和 25 年法律第 132

号）、放送法施行規則（昭和 25 年電波監理委員会規則第 10 号。以下「施行規則」という。）、

基幹放送の業務に係る表現の自由享有基準に関する省令（平成 23 年総務省令第 82 号）、

基幹放送の業務に係る表現の自由享有基準に関する省令の認定放送持株会社の子会社に

関する特例を定める省令（平成 23 年総務省令第 83 号）、基幹放送普及計画（昭和 63 年郵

政省告示第 660 号）、基幹放送用周波数使用計画（昭和 63 年郵政省告示第 661 号）及び放

送法関係審査基準（平成 23 年総務省訓令第 30 号。以下「審査基準」という。）の規定に

よるほか、この訓令に定めるところによるものとする。 

 

（認定する移動受信用地上基幹放送の業務） 

第２条 認定する移動受信用地上基幹放送の業務に係る周波数については、申請する放送

対象地域において電波法（昭和 25 年法律第 131 号）第 27 条の 13 第１項に基づき認定さ

れた開設計画に記載された、３セグメント形式のＯＦＤＭフレーム（デジタル放送の標

準方式第 11条第１項に規定する３セグメント形式のＯＦＤＭフレームをいう。以下同じ。）

及び１セグメント形式のＯＦＤＭフレーム（デジタル放送の標準方式第 11 条第１項に規

定する１セグメント形式のＯＦＤＭフレームをいう。以下同じ。）とする。 

２ 移動受信用地上基幹放送の業務の認定を受けようとする者（以下「申請者」という。）

は、次の表の区分に従い、申請するものとする。 

 セグメント領域 セグメント数 認定数 

① 

注 

３セグメント形式のＯＦＤＭフレー

ム 

1/5、2/5、3/5、4/5、１、6/5、

7/5、8/5、9/5、２、11/5、

１以上 

15 以下 
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２ 
 

12/5、13/5、14/5 又は３ 

② 

注 

１セグメント形式のＯＦＤＭフレー

ム 

1/5、2/5、3/5、4/5 又は１ １以上 

５以下 

 注 申請者は、基準セグメント数（施行規則第 61 条第３号イに規定する基準セグメント

数をいう。）を申請することを妨げない。 

 

（比較審査基準） 

第３条 移動受信用地上基幹放送の業務に関し、審査基準第 10 条の３の規定に適合する申

請者に指定することのできる周波数が不足する場合には、特別の事情がある場合を除き、

審査基準第 10 条の４の規定にかかわらず、次に掲げる基準への適合性その他放送の普及

及び健全な発達への寄与の程度を総合的に勘案し、最も公共の福祉に適合するものを優

先するものとする。 

⑴ 事業計画の適正性及び確実性 

次に掲げる事項その他事業計画の適正性及び確実性を総合的に勘案し、より業務の

維持が確実な事業計画を有するものであること。 

ア 事業開始までの資金調達の適正性及び確実性 

イ 事業開始後の収入の算出根拠の適正性及び確実性並びに費用算出の適正性 

ウ 放送番組の制作及び調達の確実性 

⑵ 放送番組の多様性 

新たな放送番組の分野の確保、放送番組の特定分野への偏り等を勘案し、より放送

番組の多様性の確保に資するものであること。 

⑶ 放送の特性を生かしたサービスの推進 

次に掲げる取組等、移動受信用地上基幹放送の、自動車その他の陸上を移動するも

のに設置して使用し、又は携帯して使用するための受信設備により受信されるという

特性並びに影像、音響、信号等の情報及びリアルタイム型放送番組又は蓄積型放送番

組の放送番組の形態を柔軟に組み合わせることができるという特性を生かしたサービ

スの推進のためのより充実した取組を行うものであること。 

ア 影像、音響、信号等の情報及びリアルタイム型放送番組又は蓄積型放送番組の放

送番組の形態の多様な組合せの確保のための取組やその組合せに係る創意工夫を生

かした取組 

イ 受信設備に応じた放送番組の画面構成や放送番組に係る附随サービス等に係る創

意工夫を生かした取組 

⑷ 青少年の保護 

成人向け番組を含む放送を行わないことが放送事項に明確に記載されており、かつ、

放送番組についてより充実した青少年保護措置を講ずるものであること。 

⑸ 放送番組の制作及び調達に係る取引の適正性等の確保 

放送番組の制作及び調達に係る取引に関する指針の作成や当該取引を円滑に行うた



 

３ 
 

めの取組等、放送番組の制作及び調達に係る取引の適正性等の確保のためのより充実

した取組を行うものであること。 

⑹ 国内受信者の利益の確保 

国内受信者の意図に反した有料サービスへの誘導を防止するための措置等の具体的

な計画を有していること、全ての移動受信用地上基幹放送事業者（デジタル放送の標

準方式第４章第１節に定める放送の業務を行う者に限る。）が共通して利用できるシス

テムの構築等の具体的な計画を有していること等、国内受信者の利益の確保のための

より充実した取組を行うものであること。 

⑺ 受信設備の普及に関する事項 

移動受信用地上基幹放送を受信することのできる受信設備を各放送対象地域におい

て住民に普及させるための計画の内容がより充実していること。 

⑻ 地域密着性の確保 

放送を行おうとする地域に密着した各種の情報（地域の行政情報・タウン情報・交

通情報・観光情報等）に関する番組等、当該地域の住民の要望に応える放送が、より

多く設けられていること。 

 

附 則 

この訓令は、平成  年 月 日から施行する。 

 


